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サステナビリティ・マネジメント >

DNPは、持続可能な社会の発展に向けた取り組みを積極的に推進している企業グループとして、
さまざまな外部機関より評価されています。

環境 > 社会 > ガバナンス >

レポート・関連データ

社外からの評価

サステナビリティウェブアーカイブ2023 環境報告書2024

社外からの評価 >

統合報告書2024

サステナビリティに関するリスクおよび機会へ対応し、持続的な
成長を支えるリスクマネジメントを徹底しています。

マテリアリティ >

「より良い未来」として目指す4つの社会の実現に向けて、DNP
がすべきこと、提供する価値を特定しています。

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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「より良い未来」の実現に向けて、変革をさらに加速させていく

私たちは、健全な社会と経済、快適で心豊かな人々の暮らしは、サステナブルな地球の上で成り立つと捉えています。近年は
特に、環境・社会・経済が急激に変化し、経営に影響を与えるリスク（変動要素）もますます多様化して広範囲に及んでいます。
こうしたなか、さまざまなリスクに柔軟かつ機動的に対応するだけでなく、変化を先取りして自らが変革を起こすことで、“より
良い未来”をつくり出していきます。
2024年3月には、DNPが「より良い未来」としてめざす、それぞれ相互関係にある「４つの社会」の実現に向けて、何をすべき
か、どのような価値をつくり出していくのかを具体化し、社会と共に成長し続けるために重要なこととして「マテリアリティ」を
特定しました。
私たちは今、マテリアリティに基づく活動として、中期経営計画における「事業戦略」「財務戦略」「非財務戦略」に沿った取り
組みを推進しています。また、事業活動による社会や環境への負の影響の最小化に向けて、サプライチェーン全体を見据え
たリスクマネジメントの徹底を図っています。「価値の創出」とそれを支える「経営基盤の強化」により、社会課題を解決する
とともに人々の期待に応える新しい価値を創出し、DNPグループの持続的な成長を図っていきます。

サステナビリティメッセージ
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環境（E：Environment）に関する取り組み

経済成長と地球環境の両立

DNPは常に、事業活動と地球環境との共生を考え、サプライチェーン全体で環境を強く意識した活動を推進し、ネイチャー
ポジティブの実現をめざしています。近年は特に気候変動や海洋汚染、生物多様性の損失などが深刻化するなか、環境関連
の課題解決に向けた取り組みを加速させています。
重要課題のひとつである気候変動への対応については、2050年のカーボンニュートラルの実現に向けて、事業ポートフォリオ
の転換、省エネルギー活動の強化、再生可能エネルギーの積極的な導入などを進めています。また、廃棄物の削減とリサイク
ルを重視し、循環型経済の実現に努めています。2024年3月には、これらの取り組みをさらに加速させるため、環境目標をよ
り挑戦的なものに更新しました。
サプライチェーン全体での生態系を保全するための取り組みも進めており、次世代モビリティ社会や脱炭素社会の実現に欠
かせない製品・サービスの開発や、低炭素な材料・素材の開発・活用、製品単位でのCO2排出量の削減にも注力しています。
引き続き、さまざまな環境課題の解決に取り組むことで、ネイチャーポジティブの実現につなげていきます。

社会（S：Social）に関する取り組み

価値創出の原動力である社員の活躍を支援

DNPがより良い未来をつくり出すための「重要な基盤」であり「強みの源泉」は、社員一人ひとりの存在にほかなりません。私
たちは、人に対する普遍的・基本的な考え方として定めた「人的資本ポリシー」に基づき、価値創出の原動力であり、かけがえ
のない財産である社員の活躍支援に力を入れ、人的資本の強化・最大化を加速させています。
従来の延長線上にない変革を進めるには、社員一人ひとりが自立し、必要な知識や技術を主体的に身につけ、自身の役割を
最大限に果たし、強みを伸ばすことが重要だと考えています。DNPは「価値創造に向けた社員のキャリア自律」を支援し、「社
内・社外で活躍できる人財」の育成を進めています。こうした「人への投資」を企業価値向上に明確に結びつけるため、「人的
創造性（付加価値生産性）」をグローバルで飛躍的に高めていきます。

一人ひとりの「違い」を尊重し、互いを受け入れ、多様性を活かす

「人的創造性」を飛躍的に向上させていくために、私たちは「多様性と包摂（ダイバーシティ＆インクルージョン：D&I）」を積極
的に進めています。多様な社会で生きる多様な人々に最適な価値を開発・提供していくためにも、社員全員のあらゆる「違い」
を尊重し、その違いを互いに受け入れ、それらを強みとして掛け合わせることで、組織の力を最大限に発揮していきます。例え
ば、女性の活躍推進に関しては、女性役員の比率を2030年までに30％にすることをめざし、次世代リーダーの育成に取り組
んでいます。
また、事業活動をグローバルに広げていくなかで、人権の尊重がこれまで以上に重要になっています。この認識に立って、人
権方針の策定や人権デュー・ディリジェンスの推進など、人権尊重を前提としたマネジメント体制を強化しています。
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ガバナンス（G：Governance）に関する取り組み

社会から信頼されるレジリエンスな組織であり続ける

DNPが価値を提供し続けていくには、自身の企業価値を向上させ、あらゆるステークホルダーから信頼される企業であり続
けなければならないと考えています。そのため、コーポレート・ガバナンスの一層の強化・充実に取り組んでいます。的確な経
営の意思決定、それに基づく適正かつ迅速な業務執行、並びにそれらの監督・監査を可能とする体制を構築・運用するととも
に、個々人のコンプライアンス意識を高めるための研修・教育を徹底しています。
このような基本的な考え方に基づき、DNPでは監査役会設置会社の機関設計を採用しつつ、社外取締役や執行役員制度の
導入に加えて、独立性を有する社外役員で構成される諮問委員会を設置・運営しています。
また中長期的なリスクを管理して事業機会の把握や経営戦略への反映につなげるための「サステナビリティ推進委員会」、自
然災害等の発生時でも社員の安全を確保して生産活動を維持するための「BCM推進委員会」、社員のコンプライアンス意識
を向上させてリスクを低減するための「企業倫理行動委員会」の3つの組織の連携をさらに強化しています。DNPは引き続
き、全社リスクに適時・適切に対応し、自らがより良い未来をつくり出す取り組みを加速させていきます。

代表取締役社長
サステナビリティ推進委員会委員長

北島義斉
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マテリアリティ
DNPがめざす「より良い未来」の実現に向け、マテリアリティを特定しました。

DNPがめざす「より良い未来」

DNPグループは、企業理念に基づき、サステナブルな経営の考え方として「持続可能なより良い社会、より心豊かな暮らし」の
実現をめざしており、自らが主体となって「より良い未来」をつくり出すための事業活動を展開しています。
2024年3月、「より良い未来」としてめざす、それぞれ相互関係にある「4つの社会」の実現に向けて、2030 - 35年を見据えて、
DNPが何をすべきか、どのような価値をつくり出していくのかを具体化することで、DNPが社会とともに成長し続けるために
重要なこととしてのマテリアリティを特定しました。

DNPがめざす「より良い未来」と実現の道筋

より良い未来 >
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DNPグループビジョン >

マテリアリティの特定プロセス >

中期経営計画(3.01MB)

DNPグループの理念体系とマテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス

「環境・社会・経済」関連の社会課題やメガトレンド等を網羅的に把握し、DNPが事業活動を行う上での中・長期的なリスク
（変動要素）の特定・評価、DNPと社会・ステークホルダーにとって重要性の高い社会課題の特定と優先順位付けを行っています。

4つの社会の実現に向けた取り組み

安全・安心かつ健康に心豊かに暮らせる社会

自ら変化を生み出し、変化に柔軟に対応することで、環境・社会・経済の持続可能性を高めていきます。

主な取り組み
・メディカル・ヘルスケア関連(9.90MB)
・社員の幸せを高める健康経営(9.90MB)
・基盤技術の強化と風土改革(9.90MB)
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マテリアリティの特定プロセス

マテリアリティに基づく事業活動として、DNP独自の「P&I」（印刷と情報）の強みの進化・深耕により、注力事業領域を中心に、
横断的に新しい価値の創出を進めています。同時に、企業価値向上と事業競争力強化の両面で、経営基盤の強化とリスクマネジ
メントの徹底を図り、マイナスの影響を最小化しています。

マテリアリティに基づく事業活動

マテリアリティの特定プロセス

マテリアリティの特定にあたっては、「環境・社会・経済」関連の社会課題やメガトレンド等を網羅的に把握し、自社事業活動への
影響や提供できる価値、自社の強みなどから、中長期的なリスク（変動要素）と事業への影響を評価・分析しています。これらの
外部動向を踏まえ、DNPがめざす4つの社会を具体化し、その実現に向けて、DNPがすべきこと、提供する価値を整理し、
マテリアリティとして特定しました。

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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DNPは持続可能な社会の実現に向けて、事業活動と地球環境との共生を絶えず考えており、行動規範のひとつに「環境保全と
持続可能な社会の実現」を掲げています。
環境法規の遵守はもとより、あらゆる事業活動において環境との関わりを認識し、「気候変動の緩和と適応」、「資源の効率的利
用」、「生物多様性の保全」などのテーマについて、目標を掲げて取り組みを進めています。また、国際的な共通目標であるカーボ
ンニュートラルやネイチャーポジティブの実現に向けて、サプライチェーン全体を通じた活動の推進や、業界団体やイニシアチブ
などの外部団体とも積極的に協働して環境問題の解決に取り組んでいます。

環境への取り組み

方針・ビジョン・目標

DNPは、「人と社会をつなぎ、新しい価値を提供する。」ことを「企業理念」に掲げています。その実現に向けたあらゆる活動
の前提である「DNPグループ行動規範」のひとつに、「環境保全と持続可能な社会の実現」 を定めています。2000年3月に
は、事業活動において環境との関わりを認識して、環境負荷を低減し、持続可能な社会を実現していくため、「DNPグループ
環境方針」を策定しました。

2020年3月には、「DNPグループ環境ビジョン2050」を策定し、「脱炭素社会」「循環型社会」「自然共生社会」の実現に
向けて、中期目標を掲げて具体的な取り組みを加速させています。

DNPグループ環境方針 >

DNPは、持続可能な社会の実現に向け、P＆Iイノベーションによる新たな価値の創出に
より「脱炭素社会」「循環型社会」「自然共生社会」を目指します。

脱炭素社会（気候変動の緩和と適応）
・自社拠点での事業活動に伴うGHG（温室効果ガス）排出量実質ゼロを目指します。
・製品・サービスを通じて脱炭素社会の構築に貢献していきます。

循環型社会（資源の効率的利用）
・バリューチェーン全体で資源を効率的に利用し循環させることで、最大限の価値を
提供します。

自然共生社会（生物多様性の保全）
・バリューチェーン全体での生物多様性への影響の最小化と、地域生態系との調和を
目指します。

「DNPグループ環境ビジョン2050」

対応するSDGs

15

サステナビリティ・マネジメント マテリアリティサステナビリティトップ トップメッセージ

環境（環境への取り組み） 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引









社会

人権・労働 ダイバーシティ＆インクルージョン 人材開発・育成 >>>

中長期ビジョン >

人権への取り組み >

>労使関係

>マネジメントシステム

>多様な人材が活躍できる風土醸成

>マネジメントシステム

>等級・賃金制度／採用状況

>>人財への取り組み >多様な人材の活躍を支援する
取り組み・制度

人材開発・育成の取り組み・制度

労働安全衛生 DNPの人的資本に関する主要データ 責任ある調達 >>

マネジメントシステム >

>

>健康保持増進の取り組み

>労働災害防止の取り組み

>マネジメントシステム

>DNPの主な取り組み

>中長期ビジョン

製品の安全性と品質 企業市民 >

中長期ビジョン >

>

>マネジメントシステム

>DNPの主な取り組み

>中長期ビジョン

>DNPグループ社会貢献活動方針・
活動テーマ

>DNPの主な取り組み
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DNPは「人権の尊重」を、企業が社会の一員として果たすべき責任のひとつと認識し、「社員」「地域社会」「サプライヤー」「顧客」
「株主・投資家」といった多様なステークホルダーとの対話を通して、取り組みを強化しています。またDNPは、一人ひとりの「違
い」を尊重し、互いに受け入れ、その多様性を活かすことにより、人と社会をつなぎ、新しい価値を提供します。同時に、職場の安
全衛生の維持・向上、社員とその家族の心身の健康保持・増進に努めることによって、DNPグループの健康で安全な活力ある職
場づくりを推進し、持続的な発展につなげていきます。

人類の尊厳を何よりも大切なものと考え、あらゆる人が固有に持つ文化、国籍、
人種、民族、言語、宗教、価値観、性別、年齢、性自認、性的指向、障がいの有無
などの多様性を尊重し、規律ある行動をとるという前提に立ち、社員の多様性
に配慮した働き方を尊重し、健康で安全な活力ある職場の実現をめざす。

人権・労働

対応するSDGs

達成状況を測る指標および実績

①2025年度までに
(1)部長クラス以上の女性の人数を2022年3月末の150%
(2)課長クラスに占める女性の割合を15%以上
(3)リーダークラスに占める女性の割合を25%以上
②2.5%以上
③前年度より増加
④0.2以下

最新年度実績へ

中長期ビジョン達成状況を測る指標 目標値 実績

中長期ビジョン

①女性管理職人数・比率(DNP単体)※1
②障がい者雇用率 （DNP単体と特例子会社
の合算）※2
③年次有給休暇取得率(DNP単体)※3
④休業災害度数率※4

DNPの人権・労働に関する各種データ >

次世代育成のための行動計画 >

女性活躍推進法に基づく行動計画 >

※1  女性管理職人数・比率：2022年度より指標・目標値変更
リーダークラス：管理職一歩手前

※2  障がい者雇用率：2023年度より目標値変更
※3  年次有給休暇取得率：2023年度より指標変更
※4  休業災害度数率：労働災害による死傷者数（休業4日以上）÷延べ労働時間×1,000,000。集計期間は2023年1月から12月まで
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DNPの人的資本に関する主要データ
重点テーマ：人権・労働

人員構成
(単体）

人員構成
(連結)

リーダークラス
層の女性数

STEM関連職種の女
性の割合

海外グループ会社
取締役数

現地

日本

海外グループ会社
従業員数

アジア

アメリカ

ヨーロッパ

ＤＮＰ含むグループ
会社従業員数

男性

女性

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度2019年度単位ダイバーシティ＆インクルージョン

従業員数

男性

女性

平均年齢

男性

女性

平均勤続年数

男性

女性

取締役数

男性

女性

管理職数

男性

女性

人

人

人

歳

歳

歳

年

年

年

人

人

人

人

人

人

10,499

8,331

2,168

42.6

44.0

37.0

19.0

20.1

14.4

9

9

0

3,592

3,374

218

542

ー

86

17

69

4,741

3,680

662

399

38,181

31,005

7,176

10,328

8,080

2,248

42.8

44.3

37.3

19.1

20.3

14.6

10

10

0

3,598

3,362

236

637

ー

122

43

79

3,754

2,608

724

422

37,062

30,373

6,689

10,082

7,837

2,245

43.2

44.7

37.8

19.4

20.7

15.1

12

11

1

3,642

3,373

269

669

15.9

163

45

118

3,758

2,579

743

436

36,542

29,792

6,750

10,107

7,813

2,294

43.8

45.4

38.4

20.1

21.4

15.5

12

11

1

3,755

3,439

316

620

17.2

75

25

50

3,692

2,474

769

449

36,246

29,438

6,799

9,589

7,352

2,237

44.2

45.8

38.9

20.3

21.7

16.0

11

10

1

3,673

3,326

347

633

18.3

119

30

89

3,718

2,475

799

444

36,911

29,569

7,337

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

％

人
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※1.  2021年10月に制度改定（60歳定年制から選択定年制に移行）
※2.  入社3年社員の定着率
※3.  2019年度以降は特例子会社と合算
※4.  選択定年利用率（2020年度以前はシニアスタッフ制度利用率）
※5.  re-work制度登録者数／成立人数(2019年度以降ジョブ・リターン制度に変更）
※6.  ジョブ・リターン制度は非登録制

勤務状況
（単体） 

休暇制度
利用状況
（単体）

その他制度
利用状況
（単体）

事由別退職者数

自己都合

定年※1

前年度末人員数

年間離職率

自己都合

定年※1

新入社員の
定着状況※2

年次有給休暇
取得率

年次有給休暇平均取得日数

産前産後休業取得者数

育児休業取得者数
※（　）内は男性の人数

男性社員の育児休業取得率

介護休業取得者数

ボランティア休暇取得者数

障がい者雇用率※3

高齢者雇用※4

退職者再雇用※5

連枝会（共済会）
慶弔給付

人

人

人

％

％

％

％

日

人

人

％

人

人

％

％

人

件

183

145

10,757

1.70

1.35

90.6％
（2017年入社）

54.7

10.4

ー

186(－)

ー

7

28

2.26

92.8

3※6

10,440

109

146

10,499

1.04

1.39

91.9％
（2018年入社）

49.8

9.5

124

210(127)

54.3

3

0

2.50

95.1

9

10,308

175

132

10,328

1.69

1.28

92.4％
（2019年入社）

52.0

9.9

120

259(164)

82.4

3

10

2.43

94.1

2

10,457

131

55

10,082

1.30

0.55

92.7％
（2020年入社）

53.3

10.0

131

235(158)

83.6

7

0

2.60

94.7

8

10,872

176

86

10,107

1.74

0.85

90.8％
（2021年入社）

55.6

10.5

94

231(154)

98.7

6

6

2.90

94.0

6

10,576
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DNPは、経営資源（人財、知的財産、技術、施設など）を有効に活用し、事業活動はもとより、良き企業市民として外部の組織
とも連携・協働を図りながら、社会課題の解決や、より良い社会の実現に向けて広く貢献していきます。また、社員個人の
人間的な成長や自己実現にもつながるため、社会貢献に関わる社員の活動を支援します。

社会とともに生きる良き企業市民として積極的に社会との関わりを深め、社会の
課題解決やボランティア活動、文化活動を通じて、社会に貢献する。

企業市民

対応するSDGs

達成状況を測る指標および実績

中長期ビジョン

2020年度から2024年度までの累計
①10,000名（年間2,000名）
②6,000名（年間1,200名）
③250,000点（年間50,000点）
④70,000点（年間14,000点）

最新年度実績へ

中長期ビジョン達成状況を測る指標 目標値 実績

① 社会貢献活動プログラムの社外参加者数
② 社会貢献活動プログラムの社員参加者数
③ フェアトレード関連商品の社内消費数
④ 食堂応援メニューの提供数

DNPグループ社会貢献活動方針・活動テーマ

DNPグループは、社会が抱えるさまざまな課題を解決し、豊かな社会の実現とその持続可能な成長に貢献していきたいと考えて
います。そのため、事業活動を通じて有益な製品やサービスを社会に提供することにより、社会貢献を推進していきます。それに
加えて、私たちが持っている経営資源（人材、知識、技術、施設など）を有効に活用し、労使協働はもとより、外部の組織とも連携・
協働を図りながら、より良い社会の実現に向けて広く貢献していきます。

また、社員の社会貢献活動への自発的な参画は、社会にとって有益であるだけでなく、社員個人の人間的な成長や自己実現にも
つながるため、DNPグループは、社会貢献に関わる社員の活動を支援します。

私たちDNPグループは、社会の一員として、ひとつずつ着実に社会貢献に取り組みます。
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2023年12月6日
大阪・関西万博の「いのちの遊び場 クラゲ館」の展示・体験を企画・制作

企業市民ニュースリリース サステナビリティ
>

2023年10月31日
UNHCR本部 民間連携部代表Ms. Shir in Pakfarと難民支援に関する意見交換を実施

>

企業市民 イベントサステナビリティ

イベント 企業市民サステナビリティ

2023年9月8日
家族の職場参観「ファミリーフレンドリーデー」を全国で開催

>

2023年8月23日
北海道マラソンにゴールドパートナーとして協賛

>

2024年1月10日
令和6年能登半島地震の被災地に対する復旧・復興支援について

ニュースリリース 企業市民
>

サステナビリティ

サステナビリティ 企業市民 人権・労働

2023年4月11日
「東京グレートサンタラン2022」で使用した紙容器をノートにリサイクルして 闘病中の子どもたちにプレゼント

>
企業市民 製品・サービス パッケージサステナビリティ コーポレートコミュニケーション

2023年度 関連ニュース（2023年4月-2024年3月配信分）

2024年3月7日
東京都教育委員会事業貢献企業として表彰

企業市民サステナビリティ 社会からの評価
>

2024年3月28日
令和6年能登半島地震の復旧・復興に向けて社員から914万円を寄付しました

企業情報 企業市民
>

サステナビリティ

環境

環境
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ガバナンス

>

>

>

>

公正な事業慣行

中長期ビジョン

マネジメントシステム

DNPの主な取り組み

>

>

コーポレート・ガバナンス体制

リスクマネジメント＆コンプライアンス

コーポレート・ガバナンス > 情報セキュリティ >

>中長期ビジョン

>マネジメントシステム

>DNPの主な取り組み
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コーポレート・ガバナンス
DNPは、社会の持続可能な発展に貢献し、自身の企業価値を向上させて、あらゆるステークホルダーから信頼される企業となる
ために、コーポレート・ガバナンスの充実が経営上の重要課題であると考えています。
経営についての適切な意思決定や適正かつ迅速な業務執行、並びにそれらを監督・監査する体制を構築し運用するとともに、
社員の研修・教育を徹底し、総合的にコーポレート・ガバナンスの充実が図れるよう努めています。

コーポレート・ガバナンス報告書（PDF） >

DNPのガバナンス報告書は、日本取引所グループの「東証上場会社情報サービス」「上場会社詳細（コーポレート・
ガバナンス情報）」からご覧いただけます。
上場会社詳細（コーポレート・ガバナンス情報）はこちら

証券コード：7912
JSINコード：JP3493800001
正式名称：大日本印刷株式会社
英訳名：Dai Nippon Printing

>

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス及び内部統制の体制模式図
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リスクマネジメント＆コンプライアンス

DNPは、社会環境の急変により経営に影響を与える変動要素がますます多様かつ広範囲になるなか、全社のリスクを適切に
評価したうえで中長期的な経営戦略に反映し、事業機会へと変換していくプロセスを強化することが、よりサステナブルな
社会への貢献、ひいてはDNPが標榜する「未来のあたりまえ」につながると考えています。こうした考え方に基づき、上記の
コーポレート・ガバナンス及び内部統制の体制模式図が示す通り、中長期的なリスクを管理し、事業機会の把握や経営戦略
への反映を担う、委員長を代表取締役社長とした「サステナビリティ推進委員会」、自然災害等の有事発生時でも、社員の
安全を確保し生産活動を維持できるよう、企業継続を担保する「BCM推進委員会」、企業継続の基本となる社員のコンプ
ライアンス意識の向上を図り、リスクの低減を図る「企業倫理行動委員会」の3つの委員会が互いに連携し、全社的リスクを
網羅する体制としています。

サステナビリティ・マネジメント >

詳しく見る >

マテリアリティ >

法令と社会倫理の遵守

DNPは、事業活動を遂行するにあたり、社員一人ひとりが単に法令を守るだけでなく、社会が求めている以上の高い倫理観を
持つとともに、常に公正・公平な態度で秩序ある自由な競争市場の維持・発展に寄与することで、社会からの信頼を得ることができると
考えています。DNPは、社会の期待に対応した行動ができるよう、グループ全体に企業倫理の浸透・定着を図っています。

事業継続のための体制構築

事業の存続を脅かすような緊急事態が発生し、事業活動が中断することは、自社だけでなく、顧客や取引先、そこに働く人たちを
はじめ、さまざまなステークホルダーに影響を及ぼすことになります。DNPでは、こうした事態が発生した際に事業活動を早期に
復旧し、事業継続を可能とする強い企業体質の構築をめざして事業継続計画（BCP）を定めています。また、日頃から災害リスクを正
しく認識し、災害時に対応が取れるよう、社員の啓蒙等のさまざまな施策を展開しています。

不測の事態に備えた防災体制

DNPでは、グループ全体の基本的な防災対策を整備・推進する「中央防災会議」、各事業部の特性に合った具体的な防災対策を
推進する「事業部・グループ会社防災会議」、地区ごとに連携した防災対策を推進する「地区防災会議」を設置し、防災計画の作成や
予防対策の推進にあたっています。また、東日本大震災の経験からBCP（事業継続計画）の重要性を再認識し、「災害発生時の
人的安全対策を最優先すること」「会社の災害に対する対応力と復旧力を高めること」を基本に、日ごろから災害リスクを正しく認識
して適切な予防対策を進めています。災害等、不測の事態に対しては、「DNPグループ災害対策基本規程」に基本方針や推進体制
を定め、社員および関係者の安全を確保し、様々なステークホルダーに安心していただけるよう防災対策を進めています。
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本社 各事業部・グループ会社

常設の防災組織 DNPグループ中央防災会議
議長
副議長
事務局
対策部会
・ 人的対策部会
・ 構築物等対策部会
・ 財産保全対策部会
・ 事業活動対策部会
・ 広報対策部会
・ 地域対策部会 

各事業部・グループ会社防災会議
議長
副議長
事務局
対策担当
・ 人的対策担当
・ 構築物等対策担当
・ 財産保全対策担当
・ 事業活動対策担当
・ 広報対策担当
・ 地域対策担当
防火、防災管理者（自衛消防組織）

※事業部・グループ会社ごとに設置
複数の組織により構成される地区には、防災対策の
組織横断的な推進のために地区防災会議も設置 

事業内容及び地域特性を考慮した実践的な
防災対策の推進

DNPグループにおける総合的かつ計画的な
防災対策の整備及び推進

機能と役割

・ 防災業務計画
・ 事業継続計画（BCP）
・ 消防計画

DNPグループ災害対策基本規程
・ DNPグループ防災基本計画
・ DNPグループ大規模地震対策要領
DNPグループ防火・防災管理規程

規程、計画等の整備

各事業部・グループ会社災害対策本部
※各事業部・グループ会社防災会議の組織がその
まま移行し、被災事業場における災害応急対策及び
災害復旧・復興、その他必要な災害対策を統括、
推進 

DNPグループ中央災害対策本部
※DNPグループ中央防災会議の組織がそのまま
移行し、全社的な災害応急対策及び災害復旧・復興、
その他必要な災害対策を統括、推進 

災害発生時の対策組織
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対応するSDGs

達成状況を測る指標および実績

DNPは、会社としてはもちろん、社員の一人ひとりが法令を守ることに加えて、社会が求めている以上の高い倫理観のもとで、
常に公正かつ公平な態度で事業活動を行うことが大切だと考えています。秩序ある自由な競争市場の維持・発展に寄与し、
社会の期待に応える事業活動を続けるため、DNPはグループ全体に企業倫理の一層の浸透・定着を図っていきます。

法令および社会倫理にもとづいて、常に公正かつ公平な態度で、秩序ある
自由な競争市場の維持発展に寄与する。

中長期ビジョン

①毎月1回、年12回実施
②対象部門に対する実施率100%

最新年度実績へ

中長期ビジョン達成状況を測る指標 目標値 実績

①企業倫理行動委員会 ※1の開催回数
②自律的企業倫理研修 ※2の実施率

※1 DNPグループすべての事業活動が適正に行われるよう、コンプライアンス体制を推進するための内部統制統括組織。本社各部を担当する取締役・執行役員で構成し、毎月
定例的に開催する委員会にて、グループ全体のコンプライアンス体制に関する方針や、各種活動の実施計画の立案、決定をしています。また、実施計画にもとづく体制構築や運
用の総合的な検査・指導、見直しを担っています。

※2 2003年より継続して行っている研修で、各部門のトップが自部門の社員に対し、ビジネスの基盤としての企業倫理について、自部門の業務に沿った内容で取り組むべき課題や
その対応方法を講義します。

マネジメントシステム

マネジメント推進体制および研修

DNPは、コンプライアンスの統括組織として、本社各部門の担当取締役および執行役員で構成する「企業倫理行動委員会
（委員長：代表取締役副社長）」を設置しています。また、それぞれの事業部、グループ会社の業務執行部門にも企業倫理行動
委員会を設置し、COSOのフレームワークなどをベースとしたマネジメントに則り、企業倫理の多面的な活動に取り組んでいます。
DNPでは、コンプライアンスに関するマネジメントを進めるうえで「継続性」「自主性」「ポジティブ性」「効率性」を大切にして
います。年間を通じてさまざまな研修をグループ全体に行い、こうした組織風土の醸成、マネジメントの基盤強化を図っています。

公正な事業慣行
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人事評価制度の評価処遇項目の前提として企業倫理を据えています。社会の期待に誠実に応える人材の育成に
取り組んでいます。

1 人事評価制度

本社主管部が事業部・グループ会社を共通の指標で評価する制度として2005年に導入し、毎年定期的に実施して
います。

3 コンプライアンス評価制度

社員一人ひとりの意識の高さと正しい理解が、企業倫理への取り組みをより確かなものにするとの考えのもと、
さまざまな教育研修の場を設けています。

4 企業倫理研修

海外拠点における内部通報の制度・仕組みを見直し、多言語に対応した新しい通報窓口として2020年に設置
しました。より迅速かつ適切な対応により、海外拠点のコンプライアンス強化を進めています。

6 グローバル内部通報制度※3

企業倫理にかかわる相談・通報の窓口として2002年に設置しました。2015年に弁護士が相談・通報を受け付ける
外部窓口も設置し、2022年には、公益通報者保護法の改正に合わせ、社内規程を改定して、より安心して相談・
通報できる制度としています。

5 オープンドア・ルーム※3

本社主管部が策定した点検項目を、事業部・グループ会社が自ら点検・評価し、改善に取り組んでいます。“自分の
組織は自分で守る”を合言葉に、1997年から行っています。

2 法・ルールの自主点検
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※3これらの各相談・通報窓口に提供頂く情報には、人権・労働、贈収賄を含む汚職・腐敗などに関わる問題も含みます。

調達先および委託先の皆様が、DNPグループとの取引において、社員等による法令等の違反行為（または、そのおそれが
ある行為）を認識した場合に、情報を提供していただくための窓口として2009年に設置しました。2022年には、提供
いただく情報の内容を明確にするとともに、退職者等からの通報も受け付けるため、「サプライヤー・ホットライン」から
「コンプライアンス・ホットライン」に名称を変更しています。

7 コンプライアンス・ホットライン※3

>コンプライアンス・ホットラインに関するお問い合わせ

DNPグループ贈収賄防止方針 > 企業倫理遵守へのこれまでの取り組み（画像ファイル） >

DNPの主な取り組み

法令と社会倫理の遵守に向けた取り組み

2007年、DNPは取締役会で、企業活動において全ての社員がとるべき行動を「DNPグループ行動規範」として制定し、その中で
「法令と社会倫理の遵守」など10の規範項目を定めています。その後も社会環境の変化に合わせて定期的に見直しを行い、「階層別
研修」や国内外の全グループ社員に対し実施している「自律的企業倫理研修」の機会を通じて浸透を図っています。
また、「コンプライアンス・アンケート」の実施を通して、社員に対するコンプライアンスの重要性の意識づけを強化し、会社として
社員の声を分析することで、「誠実な企業文化の醸成」に向けた新たな気づきを得て、企業倫理の浸透・定着・徹底に向けた多様な
施策を展開し、一層のガバナンスの充実を図っています。社員が万が一不正行為等に遭遇した際、上長や周囲の社員への相談や、
自部門だけでは解決できない場合の相談・通報の窓口として、2002年に「オープンドア・ルーム」を設けました。2015年には、弁護士が
相談・通報を受け付けるオープンドア・ルームの外部窓口を、2020年には、多言語に対応した「グローバル内部通報窓口」を整備し、
組織の自浄能力をDNPグループ全体でさらに適正に機能させるよう努めています。これらの窓口の運用に当たっては、公益通報者
保護法を踏まえた「DNPグループ オープンドア・ルーム運用基準」を策定しており、通報者が安心して相談・通報できる内部通報
制度としています。2022年度には同法の改正に対応し、基準の改定・制度の充実を実施しました。そのほか、社員が抱えるさま
ざまな悩みを専門家に相談できる「相談室」や、すべてのステークホルダーに向けた「お問合せ窓口」も運用しています。それぞれの
窓口等に寄せられた相談や、通報によって顕在化した課題については、通報者が不利益を被らないよう、情報の機密性や通報者の
匿名性を保護した上で、必要な是正措置を取るなど、常に適切に対応しています。2023年度は、国内外のDNPグループ全体で
102件の内部通報を受け付け、その全てに適切かつ誠実に対応するとともに、必要に応じて再発防止に向けた対策を講じました。
このような取り組みの結果、2023年度も重大な違反行為は認められませんでした。

関連当事者取引について

DNPは、取締役会規則において、取締役の競業取引や利益相反取引を取締役会の決議事項としており、該当する場合は、取締
役会において、取引の合理性や事業上の必要性、取引条件の妥当性等を踏まえて決議しています。また、毎年、財務諸表規則等に
則り、各取締役から関連当事者に該当する取引（競業取引や利益相反取引を含みます）の状況を聴取し、その内容につき外部
会計監査人の監査を受けており、取締役会が適切に監督できる体制としています。
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DNPが社会とともに持続的に成長していくためには、ステークホルダーである「株主・投資家」「顧客」 「サプライヤー」「地域社会」
「社員」等との信頼構築が不可欠であると考えています。自らの事業内容や企業活動について、あらゆるステークホルダーに正しく
理解していただくために、さまざまな情報を積極的に開示し、説明責任を果たします。また、DNP自身がどのように見られているかを
正しく認識するために、しっかりとステークホルダーとの「対話」を深め、「対話」から得られた課題や期待に真摯に応えていくことで、
信頼される企業を目指していきます。

サステナビリティに関するDNPの取り組みについて、広くステークホルダーの皆さまに報告するために、ウェブサイトや各種報告書
（PDF）等による適時・適切な情報開示を行っています。

株主・投資家の皆さまに向け「IR情報」サイトを設け、
情報の適時・適切な開示を行います。

重点テーマ：公正な事業慣行

情報の適正な開示

DNPグループの情報開示について
ウェブサイト「IR情報」

情報開示体系

非財務情報をより詳細にお伝えするために 「サステナ
ビリティ」サイトを設け、サステナビリティ情報の適時・
適切な開示を行います。

ウェブサイト「サステナビリティ」

持続可能な価値創造に向けて、財務と非財務の資本を
統合的に活かしていく成長戦略と事業活動について、
年1回報告します。

統合報告書

環境マネジメントについては、年度毎の活動内容を
PDFにまとめ、「DNPグループ環境報告書」として報告
します。

環境報告書

ディスクロージャーポリシー >

情報開示の範囲

■報告対象期間：2023年度（2023年4月1日から2024年3月31日まで）の活動を中心に、一部それ以前からの取り
組みや、直近の活動報告も含んでいます。

■報告対象範囲：DNPグループの全社・全部門。本サイトでは「DNP」はDNPグループを表しており、特に、大日本印刷
株式会社と区別しています。また、グループを強調したい文章では「DNPグループ」と表記しています。
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DNPは、企業や生活者などからお預かりする情報資産や自らの情報資産を利活用するなかで培ってきた情報セキュリティの
技術・ノウハウを強みとし、安全で信頼性が高い製品・サービスを通じて新しい価値を提供していきます。

情報セキュリティ

個人情報をはじめ、多くの情報資産を取り扱う企業の社会的責務として、情報
資産の管理と保護のため、万全なセキュリティを確保する。

対応するSDGs

達成状況を測る指標および実績

中長期ビジョン

①事業部門・グループ会社に対する実施
率100%

②対象部門に対する実施率100%
③対象部門による受講率100%
④対象サイトに対する実施率100%

最新年度実績へ

中長期ビジョン達成状況を測る指標 目標値 実績

①情報セキュリティコンプライアンス評価の実施率
②担当役員による個人情報等重点対策実施部門の検査・指導の
実施率

③情報セキュリティ教育・研修の受講率
④インターネット公開サイトのセキュリティ脆弱性テスト実施率

マネジメントシステム

マネジメント推進体制

1999年に個人情報保護事務局を設置して以来、国内外で環境変化への対応と、一層の情報セキュリティ施策の強化を図って
きました。現在は全社の統括組織として、本社に情報セキュリティ委員会、情報セキュリティ本部を設置し、事業部・グループ会
社への検査・指導を実施しています。同委員長は本社担当常務取締役が務めています。また、事業主体となる事業部・グループ
会社それぞれに情報セキュリティ委員会を置き、委員長、個人情報管理責任者(ともに各組織の長が担当)のもとに、教育、
セキュリティ区域対策、情報システム対策など、課題ごとに責任者や点検責任者を任命しています。海外グループ会社においても、
情報セキュリティ委員会設置を2015年より進めています。
また、2021年10月に、サイバーセキュリティの対応組織としてDNPシーサート（DNP Computer Secur i t y  Incident 
Response Team）を本社に設立し、不測事態（インシデント）発生時の事業継続性を維持しています。

DNPはこうしたマネジメント推進体制のもと、「組織的対策」「人的対策」「物理的・技術的対策」を柱として、情報セキュリティ
関連の施策を進めています。

DNPグループ情報セキュリティ基本方針 > 個人情報保護方針 >
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DNPは、持続可能な社会の発展に向けた取り組みを積極的に推進している企業グループとして、さまざまな外部機関より評価されて
います。

DNPは、あらゆる事業活動を通じて企業の社会的責任に配慮するよう努めています。その取り組みが評価され、国内外のESGイン
デックスに投資対象として組み入れられています。

社外からの評価

ESGインデックスへの組み入れ状況(2024.07現在)

ロンドン証券取引所の100%出資子会社である英国FTSE 
Russell社が、世界の企業の中から、ESG（環境、社会、ガバナン
ス）に優れた企業を銘柄として選定する株式指標。
DNPは、2000年より24年連続で選定されています。

FTSE4Good Global Index

環境、社会、ガバナンス（ESG）について優れた対応を実践して
いる日本企業のパフォーマンスを測定するために設計された、
ESG全般を考慮した「統合型」指数です。

FTSE Blossom Japan Index

FTSE Russell 社の ESG 評価を中心に、特に温室効果ガス
排出量の多い企業については、気候ガバナンスと気候変動に関
する取り組みが評価される企業のみが組み込まれています。

FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

米国MSCI(Morgan Stanley Capital International) 社が、
時価総額上位銘柄の中から、ESG評価に優れた企業を選別して
構築される株式指数です。THE INCLUSION OF Dai Nippon Printing IN ANY 

MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, 
TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX 
NAMES HERE IN ,  DO NOT CONST I TUTE A  
S P O N S O R S H I P ,  E N D O R S E M E N T  O R  
PROMOTION OF Dai Nippon Printing BY MSCI 
OR  ANY  OF  I T S  A F F I L I AT ES .  T HE  MSC I  
INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF 
MSCI .  MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES 
AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE 
MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

MSCI ESG Leaders indexes
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GRI内容索引
［利用に関する声明］DNPグループは、GRIスタンダードを参照し、当該期間2023年4月1日-2024年3月31日について、本GRI内容
索引に記載した情報を報告する。
［利用したGRI１］GRI 1： 基礎 2021

GRI 2: 一般開示事項 
2021
>

GRI 3: マテリアルな項目 
2021
>

GRI 200: 経済

>

GRI 300: 環境

>

GRI 400: 社会

>

GRI 2: 一般開示事項 2021

GRI 2: 一般開示事項 2021 －

2-1 組織の詳細 会社概要
DNPグループ・拠点
海外拠点
有価証券報告書（第130期）P1, 12-13, 40-42
コーポレート・ガバナンス報告書（2024年6月27日）P4-6

2-2 組織のサステナビリティ報告の対象となる事業体 会社概要
DNPグループ・拠点
海外拠点
有価証券報告書（第130期）P6-13
コーポレート・ガバナンス報告書（2024年6月27日）P2-3

2-3 報告期間、報告頻度、連絡先 情報の適正な開示
統合報告書2024 P7, 118
環境報告書2024 P2
有価証券報告書（第130期）P1
IRスケジュール
お問い合わせ

2-5 外部保証 環境報告書2024 P39
環境 独立保証報告書

2-6 活動、バリューチェーン、その他の取引関係 事業領域
製品・サービス
有価証券報告書（第130期）P6-13
責任ある調達
サプライヤーの皆さまへ
統合報告書2024 P4-5, P32-47

2-4 情報の修正・訂正記述 レポートアーカイブ（サステナビリティウェブアーカイブ）

2-7 従業員 DNPの人的資本に関する主要データ
統合報告書2024 P55
有価証券報告書（第130期）P14-15

開示事項 掲載場所
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サステナビリティ・マネジメント マテリアリティサステナビリティトップ トップメッセージ

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引



GRI 207: 税金 2019 －

開示事項 掲載場所

207-1 税務へのアプローチ DNPグループ税務方針
公正な事業慣行

DNPグループ税務方針
公正な事業慣行

207-2 税務ガバナンス、管理、およびリスクマネジメント

ー207-3 税務に関連するステークホルダー・
エンゲージメントおよび懸念への対処

公正な事業慣行（DNPの主な取り組み）207-4 国別の報告

GRI 300: 環境

GRI 301: 原材料 2016 －

開示事項 掲載場所

301-1 使用原材料の重量または体積 環境報告書2024 P18

301-2 使用したリサイクル材料 ー

301-3 再生利用された製品と梱包材 ー

GRI 302: エネルギー 2016 －

開示事項 掲載場所

302-1 組織内のエネルギー消費量 環境報告書2024 P18
環境報告書2024 P33

302-2 組織外のエネルギー消費量 環境報告書2024 P24

302-3 エネルギー原単位 環境報告書2024 P33

302-4 エネルギー消費量の削減 環境報告書2024 P33

302-5 製品およびサービスのエネルギー必要量の削減 環境報告書2024 P20
環境報告書2024 P22-24
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サステナビリティ・マネジメント マテリアリティサステナビリティトップ トップメッセージ

環境（環 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引















本PDFについて
DNPは、サステナビリティ経営の考え方と最新の取り組みをウェブサイト「サステナビリティ」（以下、本サイト）にて網羅的に掲載
しています。さらに、本サイトの情報をPDFにまとめた「サステナビリティウェブアーカイブ」を、年1回公開しています。
本PDFは2024年10月時点の本サイト情報をPDF化し、2024年12月に開示したものです。初版発行から1年以上経過したリンクや、
DNPコーポレートサイト（https://www.dnp.co.jp/）外へのリンク、最新の情報については、本サイトをご参照ください。

2024年12月初版発行
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サステナビリティ・マネジメント マテリアリティサステナビリティトップ トップメッセージ

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引




